第１０回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨
日　時：平成２２年５月１２日（水）１０時から１２時２０分
場　所：新別館北館５階　共用会議室６
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、清水涼子氏）

会計局長ほか、新公会計制度グループ員６名

【実質公債費比率の算定等について】

アドバイザーの主な意見
· 減債基金の積立不足額は、将来負担比率に反映されるということでもあるが、将来負担比率はそれ以外の要因にも影響されるので、指標値からは必ずしも減債基金の状況が分からないことになる。
【公債管理特別会計の処理について】
アドバイザーの主な意見
· 一般会計における事業課の事業（例えば道路事業）別の財務諸表を事業評価に用い、もう一方で公債管理特別会計を基金・借換管理と個別事業管理の２つに割って管理をすることで、実際の当該事業に係る起債残高を、注記として表示するという原案に賛成。
· 実際に、適切に会計処理や表示ができるか、あらゆる場合を想定してシミュレーションする必要がある。
【リース資産について】
アドバイザーの主な意見
· 大阪府が長期継続契約で行っている借上げが、ファイナンス・リース契約なのか、オペレーティング・リース契約なのか、引き続き実態調査を続けて確認いただきたい。
【会計基準について】
アドバイザーの主な意見
· 用語の用い方等については、独立行政法人会計基準や「地方公共団体の会計基準形成に当たっての考え方について」が参考になる。
· 既収の国庫補助金の充当すべき工事が未執行の場合には前受金等負債として処理されたい。
· 科目の説明は基準に付属する勘定科目説明書等に回す方法も検討されたい。
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